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Ⅰ 平成２０年度決算状況
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平成２０年度普通会計の決算状況

市税は法人市民税が減収となったものの、個人市民税、固定資産税等の増収により1.3％の増

新潟駅周辺整備事業や合併建設計画事業の増により普通建設事業費が増加

新しい「目」で、
新しい「心」で、
新しい「新潟市」
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歳出構造の分析（義務的経費の構成割合）

他政令市と比較して義務的経費の比率がもっとも低い

合併の影響により人件費比率は上昇したが、政令市では中位であり，人員削減効果により改善傾向へ

⇒ （ ⑰20.2％ →⑱19.6％ →⑲18.7％→⑳17.5％）

義務的経費義務的経費 （Ｈ（Ｈ2020年度政令市比較）年度政令市比較）

花開く活力、
広がる笑顔、
政令市新潟

（％）

新
潟

市
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各種指標の状況 （１）

歳入総額に対する市債残高の倍率（普通会計平成20年度決算）：

（市債残高：3,704億円）÷（歳入総額：3,314億円）＝ 1.12倍 （⑲1.13倍）

経常一般財源に対する市債残高の倍率（普通会計平成20年度決算）：

（市債残高：3,704億円）÷（経常一般財源：1,804億円）＝ 2.05倍 （⑲1.99倍）

倍 倍
歳入総額に対する市債残高倍率（Ｈ20年度政令市比較） 経常一般財源に対する市債残高倍率（Ｈ20年度政令市比較）
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市

みなとまち。
みらいまち。
新潟市
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各種指標の状況 （２）

経常収支比率は，政令市平均（94.6％）より良好で，政令市中２番目に低い

財政力指数は，政令市平均（0.88）を下回るが，昨年度（0.70）よりも良化

財政力指数経常収支比率
（％）

新
潟

市

新
潟

市

春夏秋冬。
美味。珍味。
新潟市



平成19年度
平成20年度

新潟市速報値
備　　考

健全化判断比率
早期健全化基準

【自主的な改善努力による
財政健全化】

財政再生基準
【国等の関与による再生】

①実質赤字比率 黒字 黒字 11.25％以上 20％以上 実質収支は黒字であり、当該比率は該当しない。

②連結実質赤字比率 黒字 黒字 16.25％以上 30％以上
一般会計等の実質収支は黒字であり、公営企業会計においては
資金不足が発生していないことから、当該比率は該当しない。

③実質公債費比率
　　（3ヵ年平均） 11.5% 11.2% 25％以上 35％以上

公営企業の繰出金に係る準公債費が減少したことにより、昨年度
から0.3ポイント良化し、早期健全化基準を大きく下回っている。

④将来負担比率 137.0% 136.2% 400％以上 早期健全化基準を大きく下回っている。

⑤資金不足比率 経営健全化基準
公営企業会計においては資金不足は発生していないことから、
当該比率は該当しない。

（1）水道事業会計 － － 20％以上

（2）病院事業会計 － － 20％以上

（3）下水道事業会計 － － 20％以上

（4）中央卸売市場事業会計 － － 20％以上

（5）と畜事業会計 － － 20％以上

（6）農業集落排水事業会計 － － 20％以上

基準等区分

6

各種指標の状況 （３）－１

新しい「目」で、
新しい「心」で、
新しい「新潟市」

【健全化判断比率及び資金不足比率】

実質赤字比率・連結実質赤字比率とも黒字を継続

実質公債費比率は11.2％で、対前年0.3ポイント良化

将来負担比率は136.2％で、昨年度に続き早期健全化基準を大きく下回る数値



6.9 
7.9 8.0 

10.7 10.8 11.2 
12.0 12.2 12.2 

12.8 
13.5 

15.1 15.6 15.6 

17.8 

20.1 20.2 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

60.6 
81.1 

89.9 

116.7 
133.9 136.2 

147.2 

169.8 171.8 176.6 

224.9 
239.7 245.7 

254.0 256.4 261.1 

309.6 

0.0 

100.0 

200.0 

300.0 

400.0 

7

各種指標の状況 （３）－２

実質公債費比率は政令市中６番目に低い（Ｈ19決算11.5％ ：６位）

将来負担比率は政令市中６番目に低い（Ｈ19決算137.0％ ：５位）

将来負担比率実質公債費比率
（％） （％）

新
潟

市

新
潟

市

【健全化判断比率～他都市比較】

花開く活力、
広がる笑顔、
政令市新潟
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公営企業会計の状況・推移

水道事業は、単年度損益・事業損益※1共に安定して黒字を継続

病院事業は、平成19年11月の新市民病院オープンの影響で単年度損益・事業損益ともに赤字を計上

下水道事業※2は、単年度損益・事業損益ともに平成19年度に引続き黒字を計上

※1：単年度損益は民間企業の最終損益に相当、事業損益は営業損益に相当

※2：下水道事業は平成１７年度までは特別会計、平成１８年度から企業会計
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みなとまち。
みらいまち。
新潟市
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平成２０年度決算における市債残高（全会計）

単位：百万円

倍

新
潟

市

経常一般財源に対する全会計市債残高倍率（政令市比較）

全会計の平成20年度末市債残高は8,119億円

経常一般財源に対する市債残高の倍率（全会計平成20年度決算）：

（全会計市債残高：8,119億円）÷（経常一般財源：1,804億円）＝ 4.50倍 （⑲4.45倍）

会計別市債残高

19年度末残高 20年度末残高

356,248 369,727

22,540 22,187

小　計 417,886 420,027

796,674 811,941合　計

55,464 54,328

27,627 27,543

334,795 338,156

一般会計

特別会計

区分

企
業
会
計

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

春夏秋冬。
美味。珍味。
新潟市



設立形態 法人名 出資比率 資本勘定 剰余金 単年度損益 借入金残高 債務保証額 損失補償額

地方三公社 新潟市土地開発公社 100.00% 1,576,256 1,546,256 △ 1,008,226 16,430,293 15,123,876

新潟市国際交流協会 100.00% 1,108,701 △ 3,295

新潟市芸術文化振興財団 100.00% 1,019,384 △ 12,419

會津八一記念館 50.40% 229,654 784

新潟地域産業振興センター 86.36% 103,150 3,560

新潟インダストリアルプロモーションセンター 55.89% 95,033 △ 513

新潟観光コンベンション協会 71.38% 525,469 △ 45,098

新潟市勤労者福祉サービスセンター 98.04% 245,365 655

新潟勤労者福祉振興協会 50.00% 510,493 9,585

新潟ミートプラント 40.00% 196,726 △ 7,160

新潟県環境保全事業団 27.11% 956,624 △ 705,102 5,192,370

新潟市体育協会 100.00% 504,512 112

新潟水道サービス 100.00% 82,918 833

しろね農業振興公社 50.00% 12,568 △ 1,455

新潟地下開発 52.62% △ 144,135 △ 244,135 △ 2,679 1,390,330

新潟市環境事業公社 34.64% 1,046,603 996,603 2,675

エフエム新津 57.35% 44,048 △ 22,952 △ 3,697

まちづくり豊栄 50.00% 33,088 △ 212 997

その他 桜井の里福祉会 25.00% 2,652,905 229,068

10,799,362 2,275,560 △ 1,541,375 23,012,993 15,123,876 0

株式会社

合計

財団法人

10

外郭団体の状況

出資団体一覧（平成21年3月31日現在）
（単位：千円）

新しい「目」で、
新しい「心」で、
新しい「新潟市」



Ⅱ 規律ある財政運営
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Ｈ１７ Ｈ２１ 増減

① 市の出資等の比率が50％以上の団体 17 13 △ 4

② 市の出資等の比率が25％以上50％未満の団体 4 2 △ 2

24 18 △ 6
0

計

見直し対象とする外郭団体

市が継続的に、人的支援や財政的支援を行っているなど、
本市と密接な関係にある団体

③ 3 3
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行財政改革の成果
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計画額 実績見込額

（億円）

財政改革の取り組みによる効果

人件費削減等による効果

人員の削減人員の削減

目標値 ▲500人

実績値 ▲502人

【Ｈ22.4.1時点】見込み

※職員数は普通会計ベース、各年度４月１日現在数値

6,389人

5,887人

ＨＨ1717～Ｈ～Ｈ2121（（55ヵ年）の歳出削減効果額ヵ年）の歳出削減効果額

191億円 221億円

12

外郭団体の見直し外郭団体の見直し

外郭団体を見直し、６団体廃止

普通会計部門で約500人の人員削減を実現（5ヵ年累計） 計画額を約16％上回る歳出削減を実現（5ヵ年累計）

花開く活力、
広がる笑顔、
政令市新潟

「新潟市行政改革プラン2005」により財政健全化への取り組みを推進（平成17年度～平成21年度）



13

次期行政改革プラン策定に向けて

外部有識者からの点検外部有識者からの点検外部有識者からの点検

● 「新潟市行政改革・点検評価委員会」に上山

信一氏（慶應義塾大学教授）らを委員に起

用し、「行政改革プラン2005」の評価・点検

を実施

● 9月7日 「新潟市行政改革・点検評価委員

会」から点検評価並びに提言書が提出

（1） 厳しい行財政環境に対応していくための

「財政危機対応」

（2） 大合併後の状況を踏まえた課題解決のための

「合併後のマネジメント」

（3） 中枢拠点都市として発展していくための

「政令指定都市機能の充実」

（4） 新たな手法による効果的な改革を推進するための

「現場起点・多様な主体による行政改革」

市民サービス提供の最前線での

実践的な力を組織的に高めていく

「現場起点による行政改革」

とし、計画期間を３年とする

「短期集中型改革手法」

のもと、改革項目の目標値を

より高く設定し、組織をあげて

挑戦していく

次期行政改革プランへ

（平成22年度～平成24年度）

次期行政改革プランへ次期行政改革プランへ

（平成（平成2222年度～平成年度～平成2424年度）年度）

健全財政の確立

政令市機能充実ための

基盤づくり

新しい公共空間創造に

向けた取組

４つの提言４つの提言 政令市機能充実のための

みなとまち。
みらいまち。
新潟市



Ⅲ 将来見通し
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中期財政見通し（一般会計）

市債の発行は普通建設事業費の増加に伴い平成22年度がピーク。平成23年度以降は減少

基金を活用しながら財政運営を進めることとなるが、一層の行財政改革の取り組みにより早期の収支均

衡回復を目指す。 （単位：億円）

市税等: Ｈ22：前年比±0.0％、H23～：前年比＋0.5％ ⇐ 前年度策定時 法人市民税：前年比＋2.0％、その他市税等：前年比＋1.0％

地方交付税: H20交付額をベースに公債費関係等の増減を加味し、その他については市税と連動

市債: 建設事業費推計に連動、臨時財政対策債は交付税と連動、退職手当債は各年度退職手当額と連動

その他: 国･県支出金 事業費推計に連動

人件費: 市税に連動、人員削減効果は織り込み済

公債費: 新発債 事業費連動（3年据置き20年償還･利率2.5%）

普通建設事業費: 大規模建設費 合併建設計画事業費･新潟駅周辺整備事業織り込み、その他建設費 H21並で据置き

その他: 扶助費 伸び率3.5%、物件費 市税と連動

※試算の前提条件

【歳入】

【歳出】

平成２１年度予算を基礎とし、昨年来の景気の低迷を受け、税収の回復パターンをより保守的な見方で試算

15

春夏秋冬。
美味。珍味。
新潟市

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

3,286 3,484 3,370 3,407 3,218 3,168

市税 1,177 1,178 1,184 1,170 1,176 1,182

地方交付税 470 475 477 481 489 497

市債 499 612 527 513 449 395

その他 1,140 1,219 1,182 1,243 1,104 1,094

3,351 3,519 3,399 3,428 3,229 3,181

人件費 567 544 528 508 496 485

公債費 360 357 372 384 406 427

普通建設事業費 615 823 701 726 567 480

その他 1,809 1,795 1,798 1,810 1,760 1,789

△ 65 △ 35 △ 29 △ 21 △ 11 △ 13

基金活用額（財政調整，都市整備） 65 35 29 21 11 13

0 0 0 0 0 0

基金残高 228 193 164 143 132 119

区　分

歳入合計

歳出合計

歳入－歳出

収支



H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

合併特例債 38 50 125 231 287 372 499 656 715 808 805 802 763 693 630 529 489 449 409 369 329

臨時財政対策債，減税補てん債 361 649 751 809 825 831 858 882 900 918 934 948 972 992 1,007 1,017 1,026 1,030 1,031 1,030 1,030

退職手当債 10 40 80 130 179 225 263 296 325 347 316 279 238 192 147 109 78 53

その他通常債 1,734 2,571 2,578 2,456 2,410 2,414 2,419 2,514 2,624 2,686 2,772 2,788 2,819 2,870 2,902 2,966 2,962 2,950 2,921 2,879 2,824

市債発行額（借換債含まず） 203 273 307 321 326 417 499 612 527 513 449 395 384 327 318 308 299 290 281 273 265

公債費 199 336 354 339 345 347 360 357 372 384 406 427 431 439 449 446 443 439 434 426 415

2,133

3,270 3,454 3,506 3,562 3,697
3,906

4,231
4,464 4,675 4,807 4,863 4,901 4,871 4,818 4,750 4,669 4,576 4,470 4,356 4,236
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

発行額及び公債費

（億円）
市債残高

（億円）
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市債残高・公債費等の推移と見通し（一般会計）

市債残高は普通建設事業費のピークが平成22年度となり、平成27年度まで増加し、平成28年

度以降は減少

公債費は平成30年度以降減少

市債残高・公債費等の推移と見通し（一般会計）市債残高・公債費等の推移と見通し（一般会計）

12市町村
合併

1町合併

（億円）

－ － －

新しい「目」で、
新しい「心」で、
新しい「新潟市」



Ⅳ 市債運営
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市債発行額 H20実績 H21計画 備　考

市場公募債（全国型個別）10年債 100.0 100.0 発行月 ：12月

市場公募債（全国型共同発行）10年債 100.0 100.0
発行月、発行額：Ｈ２１．８月　４０億円
発行月、発行額：Ｈ２１．９月　３０億円
発行月、発行額：Ｈ２２．２月　３０億円

市場公募債（住民参加型）5年債 20.0 20.0 発行月 ：１１月

銀行等引受債 210.6 241.3

銀行等引受債（借換債） 287.3 197.5

民間資金小計 717.9 658.8

公的資金 195.1 334.8

合計 913.0 993.6

18

資金調達の考え方及び市債発行計画

政令市に移行した平成19年度以降、全国型市場公募地方債（個別債）を継続して発行

20年度から全国型市場公募地方債（共同債）を発行し、今年度も継続発行

安定的かつ有利な資金調達の取り組みを重視

単位：億円

平成平成2020年度市債発行実績及び平成年度市債発行実績及び平成2121年度市債発行計画（全会計）年度市債発行計画（全会計）

花開く活力、
広がる笑顔、
政令市新潟
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国モデル 市ルール

償還に備えた基金の積立て

満期一括償還に備え、3年据置後17年間6％づつ（最終年度４％）減債基金へ積立て

公債費に対する基金の割合は100％を下回っているが、政令市中3番目に大きい

億円

基金残高推移 公債費に対する基金割合（H20年度政令市比較）

新潟市

（％）

（満期一括償還積立金除く）

基金積立ルール

新潟市: 20年償還モデル

⇒ 3年据置後17年間6％ずつ（最終年4％）

国モデル:30年償還モデル

⇒ 30年間1/30（3年間で10％）ずつ

新潟市: 20年償還モデル

⇒ 3年据置後17年間6％ずつ（最終年4％）

国モデル:30年償還モデル

⇒ 30年間1/30（3年間で10％）ずつ

【積立額比較（新潟市・国ﾓﾃﾞﾙ）】

みなとまち。
みらいまち。
新潟市



団体名 新潟市 横浜市 大阪市 千葉市 京都市 東京都 愛知県

格付け ＡＡ－ ＡＡ－ ＡＡ－ Ａ＋ Ａ＋ ＡＡ ＡＡ

アウトルック 安定的 安定的 安定的 安定的 安定的 安定的 安定的

依頼格付けの状況

AAAA－－／安定的／安定的

平成19年11月にSTANDARD&POOR’S社から格付けを取得

20年度も財政基盤の安定性などが評価され、１9年度と同格の評価を維持継続

格付けが「ＡＡ－」である理由格付けが「ＡＡ－」である理由格付けが「ＡＡ－」である理由

自主財源基盤は国内自治体としては強固で安定。

2010年代に入ると、対歳入比で見た債務残高の増勢は改善に向かう見通し。

経常的な行政サービス活動の歳入に対する比率（投資的活動を除いたベース）は平均して10％台後

半と、国際比較では非常に良好な水準にある。

市長の強いリーダーシップのもと、合併以前から経費の削減に取り組んでおり、必要な事業を絞り込

む財政規律が維持されている。

他都市の依頼格付け状況 ＜STANDARD & POOR’S＞

20

春夏秋冬。
美味。珍味。
新潟市



21

ホームページを通じ、ホームページを通じ、適時適時・・公平公平・・継続継続 してＩＲ情報を公開してＩＲ情報を公開

IR活動について

投資家の皆様が必要とする情報について、タイムリーにわかりやすく発信します

機関投資家機関投資家//アナリスト個別訪問の実施等、アナリスト個別訪問の実施等、双方向での対話双方向での対話を重視を重視

投資家の視点を意識したIR活動に取り組みます

投資家の皆様からのご意見を参考にして、機関投資家向けIR説明会を充実していくと共に、

【 財政IRサイト 】

新しい「目」で、
新しい「心」で、
新しい「新潟市」
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政令市・新潟の魅力を内外にアピールするシンボルマークとして

一般公募の中から選ばれたものです。

いつの時代も変わらない新潟の大地を包む雄大な夕日をもとに、

大小の赤い月の形はアジア大陸と新潟を、白い扇の形は日本海を

表現、マーク全体でアジア大陸の国々をはじめとする海外へ向かう

新潟を表しています。

【【 新潟市民のシンボルマーク新潟市民のシンボルマーク 】】

【お問い合わせ先】

新潟市財務部財務課資金室新潟市財務部財務課資金室

TEL： 025-226-2202
FAX： 025-223-1557
E-mail： zaimu@city.niigata.lg.jp
URL： http://www.city.niigata.jp/

花開く活力、
広がる笑顔、
政令市新潟


